
特定非営利活動法人 きらりよしじまネットワーク

常勤理事 髙橋由和

住民主体で創る、支えあいの地域づくりとその仕組み
～ これまでを最適化してこれからをデザインする ～

生活支援共創プラットフォーム第2回シンポジウム 2025.9.26（ステーションコンファレンス東京）



髙橋由和
（たかはしよしかず）

1989.4  山形県川西町の体育指導員（現在のスポーツ推進員）として地区公民館に関わる。
2002.4    公民館の公設民営化により吉島地区社会教育振興会勤務 事務局長に就任
2004.6  全世帯加入ＮＰＯ法人化に向けて着手 マイマイスポーツクラブ設立
2007.4    全世帯加入ＮＰＯ法人きらりよしじまネットワーク設立 事務局長就任 2024退任
2007.7    県総合型地域スポーツクラブ連絡協議会設立 事務局長就任
2009.4    スポネットおきたま設立 事務局長就任
2011.5    中間支援組織おきたまネットワークサポートセンター設立 事務局長就任 2023退任
2023.5  一般社団法人みちのく復興・地域デザインセンター理事就任

2025.4  特定非営利活動法人きらりよしじまネットワーク理事就任

Public
＆

instructor

・内閣府 小さな拠点・地域運営組織の形成推進に関する有識者懇談会委員（2016～2020） 

・総務省 過疎問題懇談会委員（2016～）  
・総務省 地域運営組織の形成及び持続的な運営に関する研究会（2016～）
・厚労省 地域住民主体の地域づくりに係る背景と福祉行政との連携体制の構築過程に関する調査研究会

委員（2025）
・山形県 地域コミュニティー支援アドバイザー（2004～）
・東北大学大学院教育学研究科非常勤講師（2016～）
・山形大学教育学部・教育実践研究科非常勤講師（2017～）
・山形大学地域教育文化学部 地域教育文化学科常勤講師（2017～）
・福島県 ふくしま地域コミュニティ共創パートナー（2025）

Back
ground

2002年、町の行財政改革に伴う公民館の公設民営化を契機とし、形骸化の様々な課題が見られた地域を
再生させるために当時の地区公民館事務局の有志を主に新たな組織の立ち上げに着手。
2004年、地域内の地縁で組織される各種団体を統合し新たな地域運営組織の構築を住民に提案した。
住民説明と住民ワークショップを丁寧に繰り返し、少しづつ合意形成を図り設立までに3年の準備期間を
設け2007年に全世帯加入のNPO法人を設立。
住民ワークショップ（決める会議・決めない会議）で地域ニーズを把握し、わがこと化、まるごと化を
図り5か年の地区計画を徹底したPDCAで実践。高齢者の生活支援や買い物支援、青少年の健全育成、
地域レベルのデジタル化など、地域課題を事業によって解決する社会起業的思考を地域に浸透させ地域
の若者層をNPO法人の事務局として組織に体系化するとともに、課題解決の技術やツール活用等を学ばせ、
将来の担い手育成を計画的に実践している。21の自治会活動を補完するプラットフォームとして機能。
また、財源確保では施設の指定管理をはじめとする町、県からの委託事業、国や県の補助金を有効活用し、
事業の質と量の確保に努めている。

自 己 紹 介

process

■吉島地区概要

  ・面 積 15.72Ｋ㎡
  ・人 口 2,074人
  ・世帯数 639世帯
  ・自治会 21自治会
  ・自治公民館 19館
  ・小学校  １校
  ・高齢化率 43.19％

■川西町概要
・昭和30年1町5ケ村が合併
・面 積 166.6Ｋ㎡
・人 口 13,111人
・世帯数 約5,000世帯
・小学校区（７）で地区構成



小さな拠点
人口減少や高齢化が著しい中山間地域等においては、
一体的な日常生活圏を構成している「集落生活圏」を
維持することが重要である将来にわたって地域住民が
暮らし続けることができるよう、
①住民が主体となった集落生活圏の将来像の合意形成
②持続的な取組体制の確立（地域運営組織の形成）
③生活サービスの維持・確保
④地域の収入の確保のためのコミュニティビジネスの
実施などの取組を進めるとともに、地域に合った生活
サービス機能や交通ネットワークの確保等により人々
が集い、交流する機会が広がっていく集落地域の再生
を目指すこと。

地方創生（地方創生法（2014 年11 月））
地方創生とは、首都圏への人口集中などの問題を是正し、
それぞれの地域で住みやすい環境を整える。
単なる地方活性化ではなく、地方創生では「活力ある
日本社会の維持・実現」が最終的なゴール。
＝地方創生とは「まち」「ひと」「しごと」を一体的
に推進すること。

地域運営組織（2016年～）

Region  Management  Organization

地域の生活や暮らしを守るため、地域で暮らす人々が

中心となり形成され域内の様々な関係主体が参加する

協議組織が定めた地域経営の指針に基づき、地域課題

の解決に向けた取組を持続的に実践する組織

今までの地縁の関係だけの地域づくりには限界がある
↓

地縁×志縁

2003



人口減少
高齢化

・担い手
・生活支援
・子育て
・若者流出

・環境保全

地域
ビジョン

（あるべき姿）

組織再編
（やれる姿）

小さな挑戦
（自己実現）
（成功体験）

地区計画策定委員会設置
・目的と位置、計画の期間
・構成と委員の選定
・委員会の体系と役割
・施策の体系
・スケジュール

組織再編の委員会設置
・組織診断
・規約の見直し
・改善（案）
（構成と役割）

・合意形成

Need・Will・Can
手の届く目標を達成するた
めの事業にチャレンジ
・チームづくり
・アクションプラン
・実践
・検証

事業の評価・診断ができる

・PDCAの標準化
・ヒト・モノカネの
持続性を確保できる

地区計画書が完成

・計画の位置の明確化
・計画達成の具体の活動
（人材確保、財源確保）

集落調査
組織診断
住民ＷＳ
アンケート
地域カルテ
ステーク
ホルダー

（現実と仮説）

組織再編の合意形成

・設立総会
・人材確保と配置
・基礎財源の確保

住
民
が
主
体
性
を
も
っ
て
、

子
ど
も
か
ら
高
齢
者
が
安
心
し
て
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ら
せ
る
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域
に
な
る
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・
移
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い
地
域
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な
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住
民
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つ
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が
り
と
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同
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発
揮
で
き
る
地
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に
な
る

課題 資源（Input） 活動（生産）（Output） 成果（Outcome） 目標達成（Impact）

■ RMOの形成と地域再生に向けたロジックモデル

そのためにそのためにそのために

だからこうなる だからこうなる だからこうなる

そのために

地
区
計
画
の
実
践
・
更
新

だからこうなる



形成段階

3年

住民の内発性を刺激するRMO形成と地域の持続可に向けたプロセス

確立段階

3年

成熟段階

4年

ＰＤＣＡ
評価・診断
活動の標準
化

知
る

事実確認
資源と事実の
整理
多様な人の
巻込み

現状把握

チーム編成
ビジョンの
明確化
実践できる
体制
（組織再編）

あるべき姿
やれる姿

動
く

続
け
る

考
え
る

実践活動
成功事例

自立
活動

持続化

経営手法
ビジネス化
経済活動

外部資金運用
多様な主体の巻込
費用対効果の算出

WSの企画・運営
アンケート作成
集約・解析

5年間のスパン

定期的な事業や
組織の診断

法令・基準
届け出
認証

問題解決度
課題の明確化
社会性と公益性

地域の連携度
地域内外の協力

連携

経済自立度
持続化の
財源確保

自己実現度
担い手の

自発性・ワクワク感

ＰＤＣＡサイクル
成長と変化の評価
を習熟

生活に根差した事業

新規事業
開発

雇用場所

デジタル化

関係人口
拡充

市町村名 酒田市 市町村人口 105,045 地区名 大沢地区 位置図 地域概要

 現住所

酒田市大沢地区　コミュニティカルテ

住民アンケートから

見える課題

ワークショップの内

容から見える課題

今後の活動に必要と思われること

高齢者・生活支援

対策

診断区分

集落調査から見える

課題

組織診断から見える

課題

組織名

設立年月日 平成　21 年　4 月　1 日

・若年層の結婚、出産、子育て等のニーズを捉えた支援や事業の展開。

・若者の地区外流出を抑制するため、高校や地元企業との連携による雇用促進と地域内での起業促進。

・交流人口の拡充を図り、関係人口の増幅につながる外部支援の検討。

・2025年以降の団塊世代の後期高齢者移行に伴う、高齢者の健康や、生活に関する新たなニーズ調査。

・既存の老老世帯、老人独居世帯へ地域運営組織としての支援体制の構築。

・生活支援等を行う人材及び包括的なネットワークづくり（生活支援コーディネーターの配置）。

・地域づくりの主たるメンバーが高齢化していることで今後、担い手の離脱化が懸念される。

・若年層が少なく、将来の地域産業、地域内の共同作業、高齢者支援の担い手不足が深刻である。

・山添地区以外のほとんどが20世帯以下であり、集落自治の再編の必要がでる。

・世帯数の減少による空き家等の増加が想像される。

・大平沢の除草作業等が将来、維持していくのに困難を感じている。

・商店が少なく日用品の供給に難がある。

・事業の継続や維持のための受益者負担の意識が低い。

・組織や活動を運営する際の外部支援による研修機能がない。

・組織形成のための行政による支援や相互連携が希薄。

・地域内の各種団体等との連携や地域づくりの共有ができていない。

・事務局以外の次世代を担う人材育成ができていない。

人口減少対策

・組織体制の再構築と合意形成。

・活動を支える自己資金確保の受益者負担の理解と協力の仕組みづくり。

・企業や大学等との連携や外部支援を得るための協議の場づくりと、具体的な実践の場づくり。

・住民ニーズを捉えるための住民同士の話し合いの設計と運営手法の習熟。

・交流人口拡充のために他地域や都市部との積極的な交流の受け皿をつくる。

・人口減少や流出が多い自治会等では、将来の生活不安に寄り添った集落自治運営について議論し、地域再生に向

けた取り組みを地域運営組織がコーディネートする。

・若い世代と中高年層の話し合いの場づくり。

・限界自治会の統廃合や連合自治会運営等の機構改革の検討。

産業・観光

・家庭教育、学校教育、社会教育それぞれの役割を明確化と、子育てや青少年健全育成の体制の構築。

・子どもの遊び場整備や遊びの工夫による見守りと、交流の拠点づくり。

・小中学生を交えた世代間交流や、青少年時分からの地域ボランティアの育成。

・週末、長期休みの児童の受け入れ拠点として、放課後子ども教室等の検討。

・除雪支援の重要性を感じてはいるものの、満足度は低い。

・住民同士の付き合いが希薄化しており、防災や防犯についても将来への不安がある。

・地域づくりの担い手育成について重要度は高いが、十分に育っていないという認識が強い。

・高齢化や人口減少に伴い、移動手段の確保や農地や山林の維持管理の不安がある。

・鳥獣被害対策への期待が高い。

・若者の流出によって担い手が不足。

・参加者の固定化と特定の人に過度の負担がかかっている。

・地域の交流事業への不参加や参加拒否（価値観の相違やわずらわしさ）。

・高齢化による活動人口の激減と、女性の活動の場が少ない。

・鳥獣被害の深刻化。

その他

・高齢化率の高い自治会や人口減少が著しく、環境保全の共同作業等が困難な自治会への支援。

・外部からの目線を考慮した、地域内環境美化や生活循環エコ活動等への取り組み。

・鳥獣被害対策、多面的機能交付金事業等と併せた地域の環境保全活動の推進。

・地域運営組織の活動を支える資金づくりや住民の所得向上を支援する小さな経済の導入。

・地域資源活用による交流や研修受入ビジネス等、外部支援とつながり地域に収益が見込める事業展開。

・体験活動や特産品販売等をパッケージ化し、産業を創出する。

子育て支援

対策

組織運営

自治会運営

環境保全

地域運営組織の活動を持続可能なものにしていくためには、組織の役員や、事務局、課題解決分野に参加する人材

育成の仕組みと定着を図る必要があります。組織運営のセクションに合わせて、持つべきスキルを明確にして学び

と実践を繰り返す環境をつくりましょう。

MAIL

診断内容

酒田市大蕨字二タ子213番地

〒999-8215

0234-64-2824TEL

0234-64-2824FAX

大沢地区コミュニティ振興会

年8

 大沢地区は、平成17年11月に新酒田市に合併となった旧八幡町の一地区です。酒田市の中心

部より北東に15ｋｍ、八幡地域の中心地からは東へ5ｋｍの位置に大沢コミュニティセンター

が立地しています。

　２級河川日向川の支川：荒瀬川に沿って集落が点在しています。居住地域の最奥部は市八幡

総合支所（旧八幡町役場）から東へ10ｋｍ、さらにその5ｋｍ東で最上郡真室川町と接しま

す。交通は国道344号が地域の中心を東西に走っており、古くは養蚕、林業・製材業、現在で

は稲作農業を中心とした中山間地帯ですが、高齢化が進行し基幹産業の農業もほとんどが兼業

化されています。冬場は最深部では2ｍもの積雪に見舞われますが、平成初期までは冬期閉鎖

となっていた通称「青沢越え」も幹線国道の雪害対策工事・除雪体制が整備され、現在では県

内陸部への通年通行が可能となっています。

資料

H29男女別人口

647人（男：312 女：335）

H19→H29自治会別人口・世帯数変化

H19→H29自治会別高齢化率変化

現状把握～分析
当事者意識の醸成
改善策のアイディア
施策を体系化



住民の生活課題を重層的に解決する体制

社会教育
振興会

地区公民館
運営団体

自治
会長
連協

防犯
協会

衛生
組織

地区
社協

衛生
組織

地区
社協

防犯
協会

自治
公民
館長
会

ボラ
ン
ティ
ア会

自治
会長
連協

全世帯加入NPO法人

協力・連携

分離型組織運営

課題
・情報伝達～指示系統の劣化
・人材育成の多様化による負担
・所々の手続きの複雑化・硬直化
・責任の所在の不明確化
・仕事の細分化からくる調整の増加

教育部会

評議員会

理 事 会

福祉部会
（2層協議体）

環境衛生
部会

自治部会

監
事

顧
問

事務局

総 会
（自治会長代議員制）

自治会長連協
防犯協会
自主防災連合
吉島商工会
農振協

衛生組織連合
女性班長会
きらり保全隊

地区社協
民生児童委員
老ク連合会
ボランティア会

公民館長会
交流センター
川西中学校
吉島小学校
美郷幼稚園

自主防災
要援護者支援

除雪支援
所得向上支援

産業振興
交流・関係人口

資源ごみ回収
生活環境支援
緑化推進
環境保全

ＳＤＧＳ
健康維持

買い物支援
外出支援
見守り
居場所
地域食堂
学童保育
子ども食堂
有償ボラ

総合型ＳＣ
担い手研修
生涯学習
社会教育
青少年育成

地域の若者を非常勤
事務局
として登用（30人）

一体型組織運営

・合意形成と会計の一元化で効率化
・責任の所在の明確化
・人材育成の一元化と効率化
・多様な財源の確保と運用
・行政とのワンストップ機能
・所々の手続きの単純化・効率化



地域課題における必要なデータドリブンとアプローチ

地域住民といっても、年齢、性別、職業、経済的階層等さまざまあるため、事業の内容によっては、
これらの人々の中から特定の層を抽出することも必要。
⇒  地域カルテの作成（集落調査・住民アンケート・住民ワークショップ・組織診断）
⇒  事業形成は「事業の目標」と「受益者」を特定するため、「誰に対して、どのような幸せや変化をもたらすか」

 を最終目標とする。

市町村名 酒田市 市町村人口 105,045 地区名 大沢地区 位置図 地域概要

 現住所

酒田市大沢地区　コミュニティカルテ

住民アンケートから

見える課題

ワークショップの内

容から見える課題

今後の活動に必要と思われること

高齢者・生活支援

対策

診断区分

集落調査から見える

課題

組織診断から見える

課題

組織名

設立年月日 平成　21 年　4 月　1 日

・若年層の結婚、出産、子育て等のニーズを捉えた支援や事業の展開。

・若者の地区外流出を抑制するため、高校や地元企業との連携による雇用促進と地域内での起業促進。

・交流人口の拡充を図り、関係人口の増幅につながる外部支援の検討。

・2025年以降の団塊世代の後期高齢者移行に伴う、高齢者の健康や、生活に関する新たなニーズ調査。

・既存の老老世帯、老人独居世帯へ地域運営組織としての支援体制の構築。

・生活支援等を行う人材及び包括的なネットワークづくり（生活支援コーディネーターの配置）。

・地域づくりの主たるメンバーが高齢化していることで今後、担い手の離脱化が懸念される。

・若年層が少なく、将来の地域産業、地域内の共同作業、高齢者支援の担い手不足が深刻である。

・山添地区以外のほとんどが20世帯以下であり、集落自治の再編の必要がでる。

・世帯数の減少による空き家等の増加が想像される。

・大平沢の除草作業等が将来、維持していくのに困難を感じている。

・商店が少なく日用品の供給に難がある。

・事業の継続や維持のための受益者負担の意識が低い。

・組織や活動を運営する際の外部支援による研修機能がない。

・組織形成のための行政による支援や相互連携が希薄。

・地域内の各種団体等との連携や地域づくりの共有ができていない。

・事務局以外の次世代を担う人材育成ができていない。

人口減少対策

・組織体制の再構築と合意形成。

・活動を支える自己資金確保の受益者負担の理解と協力の仕組みづくり。

・企業や大学等との連携や外部支援を得るための協議の場づくりと、具体的な実践の場づくり。

・住民ニーズを捉えるための住民同士の話し合いの設計と運営手法の習熟。

・交流人口拡充のために他地域や都市部との積極的な交流の受け皿をつくる。

・人口減少や流出が多い自治会等では、将来の生活不安に寄り添った集落自治運営について議論し、地域再生に向

けた取り組みを地域運営組織がコーディネートする。

・若い世代と中高年層の話し合いの場づくり。

・限界自治会の統廃合や連合自治会運営等の機構改革の検討。

産業・観光

・家庭教育、学校教育、社会教育それぞれの役割を明確化と、子育てや青少年健全育成の体制の構築。

・子どもの遊び場整備や遊びの工夫による見守りと、交流の拠点づくり。

・小中学生を交えた世代間交流や、青少年時分からの地域ボランティアの育成。

・週末、長期休みの児童の受け入れ拠点として、放課後子ども教室等の検討。

・除雪支援の重要性を感じてはいるものの、満足度は低い。

・住民同士の付き合いが希薄化しており、防災や防犯についても将来への不安がある。

・地域づくりの担い手育成について重要度は高いが、十分に育っていないという認識が強い。

・高齢化や人口減少に伴い、移動手段の確保や農地や山林の維持管理の不安がある。

・鳥獣被害対策への期待が高い。

・若者の流出によって担い手が不足。

・参加者の固定化と特定の人に過度の負担がかかっている。

・地域の交流事業への不参加や参加拒否（価値観の相違やわずらわしさ）。

・高齢化による活動人口の激減と、女性の活動の場が少ない。

・鳥獣被害の深刻化。

その他

・高齢化率の高い自治会や人口減少が著しく、環境保全の共同作業等が困難な自治会への支援。

・外部からの目線を考慮した、地域内環境美化や生活循環エコ活動等への取り組み。

・鳥獣被害対策、多面的機能交付金事業等と併せた地域の環境保全活動の推進。

・地域運営組織の活動を支える資金づくりや住民の所得向上を支援する小さな経済の導入。

・地域資源活用による交流や研修受入ビジネス等、外部支援とつながり地域に収益が見込める事業展開。

・体験活動や特産品販売等をパッケージ化し、産業を創出する。

子育て支援

対策

組織運営

自治会運営

環境保全

地域運営組織の活動を持続可能なものにしていくためには、組織の役員や、事務局、課題解決分野に参加する人材

育成の仕組みと定着を図る必要があります。組織運営のセクションに合わせて、持つべきスキルを明確にして学び

と実践を繰り返す環境をつくりましょう。

MAIL

診断内容

酒田市大蕨字二タ子213番地

〒999-8215

0234-64-2824TEL

0234-64-2824FAX

大沢地区コミュニティ振興会

年8

 大沢地区は、平成17年11月に新酒田市に合併となった旧八幡町の一地区です。酒田市の中心

部より北東に15ｋｍ、八幡地域の中心地からは東へ5ｋｍの位置に大沢コミュニティセンター

が立地しています。

　２級河川日向川の支川：荒瀬川に沿って集落が点在しています。居住地域の最奥部は市八幡

総合支所（旧八幡町役場）から東へ10ｋｍ、さらにその5ｋｍ東で最上郡真室川町と接しま

す。交通は国道344号が地域の中心を東西に走っており、古くは養蚕、林業・製材業、現在で

は稲作農業を中心とした中山間地帯ですが、高齢化が進行し基幹産業の農業もほとんどが兼業

化されています。冬場は最深部では2ｍもの積雪に見舞われますが、平成初期までは冬期閉鎖

となっていた通称「青沢越え」も幹線国道の雪害対策工事・除雪体制が整備され、現在では県

内陸部への通年通行が可能となっています。

資料

H29男女別人口

647人（男：312 女：335）

H19→H29自治会別人口・世帯数変化

H19→H29自治会別高齢化率変化



１．迅速なサイクル
短期間で成果を確認して小さな改善を何度
も繰り返す。
２．小さな目標設定
小さな目標や課題に対してすぐにフィード
バックを得て、次の行動に活かす。
３．柔軟性と即応性
リスクを軽減できる。
新しい情報に迅速に対応できる。
４．頻繁な振り返りと改善
「Check」と「Act」を短期間で繰り返す
ことで、改善のスピードを高め、迅速に問
題解決や成果の最大化が図られる。

高速PDCA

PDCAの標準化 環境の変化に敏感に反応して柔軟に最適化）



小さな役場

きらり
（RMO）

自
治
会

自
治
会

自
治
会

自
治
会

自
治
会

自
治
会

自
治
会

自
治
会

自
治
会

自
治
会

自
治
会

自
治
会

自
治
会

自
治
会

自
治
会

自
治
会

自
治
会

自
治
会

自
治
会

自
治
会

自
治
会

なかよし
クラブ

ボラン
ティア

団体

団体

自治会活動（狭域）
①人口減少・超高齢化
②基幹産業の担い手不足
③地域内共同作業や伝統行事の維持ができない
④生活や生産等のコミュニケーション不足
⑤地域に残る若者がいなくなる
⑥集落運営そのものが困難

地域運営組織
①多様な主体の連携・集合体
②明確な地域づくりの指針をもつ
③行政をはじめとする様々な主体との

対等な協働
④地域の課題を解決する持続性のある組織

介護
予防

居場
所

子育
て

生活
支援

防災
活動

人材
育成

社会
教育

環境
保全

移住
定住

行政
連結

契約
請負

起業
支援

観光
交流

体験
事業

商品
開発

荒地
利用

福祉
移送

特産
販売

農都
交流

作業
支援

地域運営組織（小さな役場）

RMOの中にRMOを形成して相互補完の関係性を強化

自治会との上手な連携
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地域（コミュニティー）再生

仕組みづくり人材と新しい



会員不在（想いが伝わりにくい）

ピラミッド型
（Top down）役員

（あて職）

事務局
（役員兼務）

（ノウハウ不足）
（疲弊）

会員
（依頼・下達）

Flat＆web型
（Bottom up）

会員参加と実践を約束

きらり

１．合意形成

（意思決定）

会員自ら
アイディアを企画

実践に参加

現状把握
解決策発案

企画立案
プロセス

精査

決定
試行・実践



教育部会

事務局
研修生

きらりよしじま
事務局員

自治会（21）

自治会から推薦された
概ね18～35歳の若年層

２年間の研修を経て
自治会にもどる

スカウト
希望者

研修
２年間

きらりよしじま
マネージャー

きらりよしじま
評議員
理事

人が生まれ、育ち、上手に世代交代していくために

指導・助言

２．ひとづくり

住民に認められて

応援されて

人が育つ仕組み

地域の若い力が推薦制度を通じて
供給され、

↓
いつしか観客席からプレーヤーに。

↓
そして、地域経営の一員に成長して
いく。



独自の研修プログラムを実践

・マネジメント研修
Planning・Organizing・Leading・Controlling

計画 組織  統率 統制

・コーディネート研修
コミュニケーション・企画力・ファシリテーション
情報発信力・リスク管理

２．ひとづくり

仲間を育てて共働（共同）



Motivation 

Innovation 

Communication 

担い手・次世代を巻き込む

アイディア：「未来のわたしの暮らしかた会議」

「5年後10年後もこの地域で暮らすには？」をテーマ

に若者や高齢者・移住者が一緒に話しあう。



世代をつながる人材育成

【地域のリーダーシップ育成の
コミュニケーション】

成功している地域の先輩やボランティアを

メンターとして子どもたちに張りつける。

メンターは経験を共有し、子どもたちの悩

みや困難を支援することで、自己肯定感や

自己成長を促進する。

メンターは子どもたちや家族が参加できる

地域のイベントやプログラムを企画・運営

に関わる。

交流やコミュニケーションが促進され、子

どもたちの社会性やコミュニケーション能

力が育まれる。



３．資金づくり

営業力＝提案力×実践力



ひろがりが拡がる可能性

交流の多様化を図り関係人口を拡充

４．つながる

交流人口よりも深い関わりを持ち

その地域との結びつきが強く、持続的

な関わりを持つ。

関係人口の増加は、地域の社会的ネット
ワークの拡充と、共通の目的や目標を共有
することで、コミュニティーの強化につな
がる

越境の人材循環（往復運動）が

地域づくりの創造性を刺激する



「お世話型」と「自立支援型」
「住民がお互いにお世話しあい、自立した生活を送れるか」

これからの協働Ⅰ
地域共生社会（介護予防・生活支援）







社会教育と地域福祉の融合（社会教育福祉）

学習課題としての地域福祉
地域福祉を学習のテーマとし、住民が福祉について学ぶ機会の提供。

実践としての地域福祉活動
地域福祉活動を通じて、住民が社会教育活動に参加し、地域の課題
解決に貢献。

サービスを必要とする地域住民の学習活動
福祉サービスを利用する住民が、学習活動を通じて自立や社会参加
を促進。

「社会教育と地域福祉の融合」とは、
地域の人々が共に学び、支え合うことで、誰もが安心して暮らせる持続可能な地域社会を築く取り組みを指す。
教育と福祉の枠を超えた連携によって、地域課題の解決や住民のウェルビーイング（幸福）を目指すもの。



区分 法令・制度 特徴・内容 融合の視点

社会教育

社会教育法、中央教育審議
会「社会教育の振興方策」
（2022～）

学びの場は「人づくり・つな
がりづくり・地域づくり」を
循環させる起点とされる

学びを通じて住民の主体
性・連帯感を育て、共助や
地域貢献に繋げる

地域福祉

社会福祉法、地域共生社会
構築のための厚労省政策
（属さない相談支援等事
業）

社協や福祉団体が中核となり、
多様な主体と連携した支援体
制を整備 

単なる支援だけでなく、
「参加・共創型支援」の導
入
（見守り×学び×居場所）

モデル

令和元年度「学びを通じた
社会参画促進に関する実証
事業」

社会教育部局が地域の福祉・
NPOと協働し、高齢者の孤立
予防を目的に学びと支援を融
合した取組を行なう 

社会教育主事をコーディ
ネーターとして多部局・主
体を繋げ、住民参加型にす
る仕組みづくり

社会教育（生涯学習）と地域福祉の融合とは

学びの場が福祉の担い手を育てる”福祉の現場が学びの機会のフィールドになる”という相互補完・協働の
仕組み。
両分野が連携することで、社会的孤立の予防、世代間・分野間の交流促進、自治・共生を軸とした地域づくり
につながる。



担い手の「学びと育ち」を社会教育と連携する

※これらの団体や施設は、地域の教育力を高め、住民同士のつながりを深めるために重要な役割を果たす

公民館・コミュニティーセンター
社会教育関係団体
地域で自主的に活動する団体
も多数存在。
社会教育活動に関わる団体が
登録され、料理、語学、音楽、
スポーツなど多岐にわたる分
野で活動している。 

図書館・博物館 社会教育施設として位置づけら
れ、地域住民の学習活動を支援。
資料の提供や展示を通じて、知
識や文化への理解を深めること
ができる。

地域学校協働活動

地域住民や団体が学校運営や教
育活動を支援する「地域学校協
働活動」を推進。
社会教育関係団体はその活動の
重要な担い手として位置づけら
れている。



なかよしクラブ（市民活動）

組織の連帯意識＝比較的低い
使命感 ＝共益
組織の存続 ＝いつでも休める・やめることができる

RMO（協議体）
組織の連帯意識＝比較的高い
使命感 ＝公益
組織の存続 ＝継続・発展を考えている

協議体

NPO
企業

多様な地域内連携・協働

テーマ（Mission）型組織（NPO・企業等）

組織の連帯意識＝比較的高い
使命感 ＝公益or共益
組織の存続 ＝継続・発展を考えている

なかよし
クラブ

自治会
小地域

生活集落圏

補完

連携

連携・協働
契約

なかよし
クラブ



職員数

財 源

減少（作業量増）

従来の行政領域

協働による補完領域
（パートナーシップ）

地域運営組織
NPO法人
ボランティア
企業・大学

職員数
財 源

人口減少 高齢化による行財政の変化

●行政も、地域もそれぞれが縦割りでそれぞれの部署でやればよかった時代の終わり
●行政は持続可能に向けた制度設計と住民主体を主導し支援していく仕組みが必要
●住民は地域のことは地域で助け合い、解決するという意識の醸成と具体的な行動が必要

今後公共サービスの需要多様化、
高度化、拡大するが
縮小化による地域社会への影響大



家庭

町内会
自治会
（行政区）

自助 互助・共助 共助・公助互助・共助

隣組

地区
連合
自治会

協働による創生と共生のまちづくりの実現

行政
公助

RMO
共助・公助

対等

協働 ・ 支援



一連のプロセスを
伴走

親和性
アイディアの整理
事業企画の立案
分野（領域）
マッチングの是非

行動主体の構築
アイディアの交渉
相乗効果
コストやリスク分散

トライアル（試行）
課題の発見
課題の解決策

実施に向けた課題の再整理
役割や費用負担等の修正
実施後の成果のイメージ

事業の定着
事業進捗の管理
人材確保・育成

対話から事業化までのプロセスを伴走しよう

ワークショップを
ファシリ

企画会議
コアメンバー＋＠で
話し合いを設計



これからの協働Ⅱ

誰一人取り残さない防災



携帯デジタル無線配備（全自治会）

災害用救助用工具配備（連合自治会）

炊き出し用具配備（連合自治会）

災害対応マニュアルの作成と配布

危険個所安全マップ配布の作成と配布

福祉マップ作成

要援護者サポーターの配置

除雪支援（自治会が担当）

自
治
会
長

隣
組
長

会 長

町
連絡員

吉島地区災自主防災組織連合会

き
ら
り
理
事

事務局
支
部
連
合
会
長

支
部
連
合
会
長

支
部
連
合
会
長

自
治
会
長

自
治
会
長

自
治
会
長

支
部
連
合
会
長

隣
組
長

隣
組
長

隣
組
長

副会長 副会長

川西町災害対策本部
（総務課）



人材育成と担い手確保

支え合いを担う人材のための

自己研修を企画し実践する

⇒若者・高齢者・移住者などの多様

な人が役割を持てる出番づくりの

仕組みを考える



これからの協働Ⅲ

ICTの活用



○○を
２つ

これに
しよう！

コロナ禍でも住民はSNS
やLINE等でつながって
いた

⇒「そばにいるよ」が感
じられる
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慶応義塾大学看護医療学部
きらりよしじま研究「ちょこ健」





重層的な圏域構造における地域生活圏のRMO活動
主な取組イメージ

市町村を核とした広域圏RMO

地域間に捉われない、日常的な生活・経済の
実態に即したエリア

官民パートナーシップによる中間支援機能

出所：伊那市HP
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市町村

企 業
商店等
福祉業

高校
大学等

RMOの育成支援
プラットフォーム

＜支援のパッケージ＞
・地域経営
・人材育成
・事業化プロセス
・財源確保
・関係人口拡充
・生活支援

連携

協働

RMO

RMO

RMO

RMO

RMO

RMO

育成

支援

相互訪問ネットワーク

地域経営機能の相互補完
円卓会議
相互資源の活用事業
相互支援の関係性
利益追求の事業化
地域間交通
デジタル化による効率化

攻めの自治
明確なビジョン
活動人材の確保（内と外）
生活支援
買い物支援
見守り活動
防犯・防災
利益追求の事業化
地域間交通
デジタル化による効率化

家
庭

隣組

家
庭

家
庭

家
庭

家
庭

自治会

守りの自治
家庭・隣組の互助活動
環境保全
住民の相互訪問
見守り
助けあい
除雪支援
祭りの維持、合流

連合自治会

校区や旧村エリア核とした地域生活圏
RMO

複数の集落からなる概ね小学校区単位の生活に
身近な基礎的な生活エリア（協議体）

自治会（町内会）、連合自治会等を
核とした集落生活圏RMO

住民に最も身近な自治組織で自助、互助を
ベースにした生活エリア



起きている事実（困りごと）に、やさしい言葉（できない理由）で
逃げて、先送りをしていると事態はいつの間にか深刻になっていく

未
来

過
去

独自性

変 革
焦点検証と学び

自らの方向性

照準を合わせる



ご清聴いただき

ありがとうございました
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